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①

んした。

第３項
特 別 損 失

第３項 特 別 利 益

(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額527,639,672円は、当年度分消費税及び地方

令 和 年 度 泉 大 津 市

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第２４条 第
３項の規定による支出 額に
係 る 財 源 充 当 額

第１款 水 道 事 業 収 益 △ 23,462,000

第１項 営 業 収 益 △ 23,372,000

第２項 営 業 外 収 益 △ 90,000

小 計
流    用
増 減 額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支出額

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

予 備 費
支 出 額

当 初 予 算 額

支 出

区 分
補正予算額

△9,540,000

営業外費用

水道事業費用
第１款

営 業 費 用
第２項

第１項

予 備 費

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

第４項

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

第１項 企 業 債

第１款

△ 59,915,000

資 本 的 収 入 △ 59,915,000

支 出

第４項 他会計負担金

区　　　分
補 正 予 算 額

流 用
増減額

小 計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

第１款
△ 152,545,000

資 本 的 支 出
第１項

△ 152,545,000
建設改良費

企業債償還金
第２項

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額
継続費逓次
繰越額

区 分

投 資第５項

△9,540,000

第２項 工 事 負 担 金
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（単位：円）

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

（単位：円）

△ 1,921,233

水 道 事 業 決 算 報 告 書

　額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ

備 考
合 計 決 算 額 の 増 減

△ 85,075,455

△ 48,099,886

△ 35,054,336

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考決 算 額

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

　　　額

合 計

決算額の増減

　　　　　　　　　額

決 算 額
予算額に比べ

備 考
継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

合 計

△ 69,100

合 計
備     考

うち、仮払消費税及び地方消費税

合 計

翌　年　度　繰　越　額
地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

不 用 額

うち、仮払消費税及び地方消費税

　　　　額

決 算 額

消費税資本的収支調整額 円、過年度分損益勘定留保資金473,555,796円で補て

継続費逓次
繰 越 額
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（単位：円）

１

２

　

３

４

５

６

その他特別利益

その他特別損失

特 別 利 益

特 別 損 失

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

当年度純利益

△ 20,099,605

長期前受金戻入

雑 収 益

雑 支 出

（ 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで ）

経 常 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

加 入 金

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

その他の営業収益

業 務 費

総 係 費

配水及び給水費

給 水 収 益

営 業 費 用

原水及び浄水費

②　令 和 3 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益
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③　令 和 3 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

受贈財産
評価額

工事負担金
他会計
負担金

その他資本
剰余金

前年度末残高

前年度処分額

当年度変動額

当年度末残高

④　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位：円）

当年度末残高

(繰越利益剰余金)

処分後残高

建設改良積立金への積立

土地の取得によるもの

条例による処分額

議会の議決による処分額

        資  　 本　   剰　   余     金  

未処分利益
剰　余　金

処分後残高

資　本　金

条例による処分額

資　本　金

資  　本
剰 余 金

議会の議決による処分額

当年度純利益

剰               　余                       金
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（単位：円）

資本剰余
金合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

△ 271,214,265

△ 271,214,265

(前年度繰越利益剰余金)

(当年度未処分利益剰余金)

        資  　 本　   剰　   余     金  資 本 合 計利　益　剰　余　金

剰               　余                       金
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

ロ

　

イ

ロ

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産

流動資産合計

△ 172,521,217

△ 54,033,959

メ ー タ ー

　　⑤　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

機械及び装置

減価償却累計額

有形固定資産

建 物

構 築 物

土 地

△1,491,220,888

減価償却累計額

△7,330,988,405減価償却累計額

貯 蔵 品

△ 400,442,695

工具、器具及び備品

建設仮勘定

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

流 動 資 産

電話加入権

投 資

車両運搬具

△ 6,840,897

地方公共団体金融機構出資金

庁舎利用権

投 資 合 計

病院事業会計長期貸付金

△ 9,776,340貸倒引当金

未 収 金

現 金 預 金

資 産 合 計

固定資産合計
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イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

イ 建設改良費積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

未 払 金

繰 延 収 益

資 本 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

△3,906,628,452

剰 余 金

資 本 金

工事負担金

繰延収益合計

受贈財産評価額

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

負 債 合 計

企 業 債

資 本 金

預 り 金

資本剰余金

企 業 債

資 本 合 計

利益剰余金

剰余金合計

他会計負担金

固定負債合計

流動負債合計

流 動 負 債

負　　　債　　　の　　　部

引 当 金

固 定 負 債

その他資本剰余金

引 当 金

長期前受金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に

備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事業年

度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

注　記

用　途 種　類 場　所

遊休資産
（配水場用地） 土地 泉大津市板原４０２－１他７筆
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　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、６１，６８５，７６６円であ

る。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

４３，１５６，７２４円を取り崩した。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１０，０９７，０６４円を

取り崩した。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金１，２８６，９７３円を取り崩した。

（４）泉北水道企業団解散について

イ．泉北水道企業団所有地

　帳簿価格　１１０，５６５，２４５円

　公簿面積　３８，９８０．２１㎡

　　泉大津市、和泉市及び高石市の共有名義としたうえ、本市の持分割合

　は１００分の３８．４とする。

ロ．職員の賞与等引当金及び退職給付引当金

　　当事業年度において、賞与等引当金及び退職給付引当金に繰り入れを

　行った。

ハ．泉北水道企業団出資金

　泉北水道企業団解散に伴い廃止した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　給　水　状　況　等

減少したが、一年を通じて安全で良質な水の安定給水が図られた。

減少となったが、有収率は、94.2％と前年度比0.7ポイントの増となった。

新事業を計画的に進め、漏水防止及び有収率の向上に努める。

（ロ）建　設　事　業　の　状　況

布設工事(口径50㎜～200㎜　延長708.6m)を施工した。

（ハ）　 財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

している。

なったことによるものである。

剰余金となった。

補てん）したためであり、実質的には、有収水量の減少に伴い収益は減少

に比 較 し て 円 （ ） の増となっており 、受水費の増

より計上した特別損失を除く経常費用では 円で、前年度

広域水道企業団水道用水供給料金の軽減措置が今年度はなかったこと

円、修繕費の増 円が主な要因である。なお、受水費

の増は、前年度に実施された新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う大阪

比較して 円 ％ の増となった。泉北水道企業団の解散に

に新型コロナウイルス感染症緊急支援対策として水道基本料金の減額

を実施（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で減収を

及び泉北水道企業団の解散に伴い受水先が全量大阪広域水道企業団と

を計上することとなり、前年度繰越利益剰余金とあわせて 円の

⑥ 令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 報 告 書

本年度の年間配水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

の減、又、有効水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

本年度の有収水量は ㎥で前年度（ ㎥ に比較して ％

収支差し引きでは 円（前年度 円の純利益）の純利益

前年度比 円 ％ の増となっているが、これは、前年度

本年度における総収益は、 円で前年度 円 に

により計上した特別利益を除いた経常収益では 円で、

今後とも水資源有効利用の観点から、全市域における漏水調査及び老朽管更

一方、総費用については、 円で前年度 円 に

昨年度に比べ給水戸数は微増しているものの、給水人口は減少し、有収水量

配水管網の整備として、老朽管更新に伴う工事 口径 ㎜～ ㎜ 延長

前年度と比較して 円（ ）の減となっている。給水収益は

についても前年度に比べて減少している。

を施工及び堺泉北港湾関連の水道施設整備事業として配水管

比較し 円 ％ 増加したが、前年度末の泉北水道企業団解散
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② 　資本的収支（消費税込み）

還金178,285,542円(前年度172,254,954円)となった。

（２）経営指標に関する事項

いる状況とされる100％を上回っている。

前年度比0.44ポイント増の1.08％となっている。

計画的な施設更新に努める。

〈経営指標の推移〉

％ ％ ％ ％ ％

今後も、将来の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き

本年度における資本的収入は、企業債 円 前年度

支出の内訳は、建設改良費 円 前年度 円 、企業債償

地方消費税資本的収支調整額 円、過年度分損益勘定留保資金

円 前年度 円 及び投資 円 前年度 円

473,555,796円で補てんした。

なお、資本的収支の不足額 円については、当年度分消費税及び

の計 円、これに対する資本的支出は 円で、前年度

（498,137,235円)に比較して341,815,537円(68.62％)の増となった。　

円 、工事負担金 円 前年度 円 、他会計負担金

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度平成29年度

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

管 路 経 年 化 率

管 路 更 新 率

を示す管路経年化率は前年度比 ポイント増の ％と施設の老朽化が

進んでいるものの、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は

令和３年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支

比率は、有収水量の減少に伴う経常収益の減及び費用の増加により前年度比

ポイント減の ％となったが、健全経営の水準とされる ％を

上回っている。また料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度比

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は

前年度比 ポイント増の ％、法定耐用年数を経過した管路延長の割合

ポイント減の ％となったが、事業に必要な費用を給水収益で賄えて
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　　　　(ニ)　普 及 の 状 況

人 人

人 人

戸 戸

人 人

％ ％

％ ％

　　(２)　議　会　議　決　事　項　

　　(３)　職　員　に　関　す　る　事　項　

定数 現在員 （　　）兼任

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

定数に会計年度任用職員は含まない。

55人 　18人

令和３年　９月 ８日 令和３年　９月２７日

令和３年１２月 ８日 令和３年１２月 ９日

令和４年　２月２１日 令和４年　２月２１日

（令和４年３月３１日）

認定第 ２号

議案第６２号

議案第１７号

令和２年度泉大津市水道事業会計決算認定の件

令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算(第１号)の件

令和３年度泉大津市水道事業会計補正予算(第２号)の件

議案第５０号 令和２年度泉大津市水道事業会計剰余金処分の件 令和３年　９月 ８日 令和３年　９月 ９日

区 分 令和４年３月３１日現在 令和３年３月３１日現在

行政区域内人口 ７３，４６６ ７４，０９５

計 画 給 水 人 口（ B ） ８１，０００ ８１，０００

給 水 戸 数 ３６，５９３ ３６，５８３

給 水 人 口 ７３，４６６ ７４，０９５

普 及 率
Ｄ÷Ａ×１００ １００．０ １００．０

Ｄ÷Ｂ×１００ ９０．７ ９１．５

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日

区

分
部

長

理

事

次

長職

名

課

長

課

長

補

佐

総

務

係

サ
ー

ビ
ス
係

工

務

係

配

水

係

合

計

事
務
職
員 １

（２）

１ ４ １
技
術
職
員

１ １１２

１ １ １１

(１) (１)

業
務
職
員

６

１８２

（１）

２

（１）

２ ３１ ５ １
計

任

用

職

員

会

計

年

度

１ １

議案第２４号 令和４年度泉大津市水道事業会計予算の件

（１）

水　　　道　　　課

参

事

１

２

(３)

（１）（１）

令和４年　２月２１日 令和４年　３月１７日

１１



－17－

委 託 料 請 負 工 事 費 負 担 金 補 償 費 計

円 円 円 円 円

件数の( )は、内舗装復旧工事件数

２．　工　　　　事

　(２)　資　産　取　得　の　状　況

(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

堺
　
泉
　
北
　
港

配水管布設工事

区
分

工　事　区　分 件数 工　事　内　容
工　　　　　　　　事　　　　　　　　　費 着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

配水管布設工事
φ50～φ200

令和

令和

計

配
　
水
　
管
　
整
　
備

布設替工事

計
（3）

市下水道工
事に伴う移
設・復元工
事

改
　
良
　
工
　
事

（3）

配水管布設替工事

φ50～φ350
舗装復旧工事

　

　　　㎡

令和

令和

小　計
（3）

配水管布設替工事

φ50～φ350
舗装復旧工事

　

　　　㎡

　

　　　㎡

合　　　　計

区 分 内 容 金　　　　額

メ ー タ ー
メ　ー　タ　ー

口 径 　１３ｍｍ ３ 台

口 径 　２０ｍｍ ７ 台

口 径 　２５ｍｍ ８ 台

口 径 ３０ｍｍ ３ 台

口 径 　４０ｍｍ １ 台

口 径 　５０ｍｍ ３７ 台

口 径 　７５ｍｍ ２６ 台

口 径 １００ｍｍ ５ 台

口 径 １５０ｍｍ １ 台

小　　　計 ９１ 台

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 ３,９５９,５５０ 円

小　　　計 ２ 台 ６９６,８５０ 円

固 定 資 産 購 入

料金徴収システム ２ 台 ６９６,８５０ 円

３,２６２,７００ 円
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　(３)　維 持 管 理 工 事 の 概 況

　　(イ)　配 水 管 仮 設 工 事

件

件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数

　　(ハ） 給 配 水 管 修 繕 工 事

配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計 配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

道路上

屋　内

計

　　(ニ)　量水器修繕・取替工事及び開閉栓

件 数

件

件 件 件

件 件 件

件

　(１)　業　務　量

年度

区分
大阪広域水
道企業団

泉北水道企
業団

年度

区分

㎥ ㎥

㎥ ㎥

㎥ ㎥

ℓ ℓ

ℓ ℓ

口 径 件 数 延 長

　　(ロ)　給 水 装 置 工 事

新 設 工 事 改 造 工 事 引 込 工 事 臨 時 工 事 撤 去 工 事 合 計

区　分
有 料 無 料

合　計

区 分 内 容

修 繕  メーター改造(修理)

取 替 検 定 満 期 故 障

開 栓 新 設 再 開 栓

伸び率

閉 栓

３．　業　　務

　　(イ)　受　水　量

本 年 度 前 年 度

1,788,420㎥ 21.3％ 皆減

対前年度
受 水 量 構 成 比 受 水 量 構 成 比

8,387,790㎥ 100.0％ △ 1.8％

6,599,370㎥ 78.7％ 24.8％

△ 1.8％

受
水
先

8,235,943㎥ 100.0％

　　(ロ)　配　水　量

本 年 度 前 年 度

合 計 8,235,943㎥ 100.0％

△ 1.0％

対 前 年 度 伸 び 率

年 間配水量 △ 1.8％
一日平均配水量

一人一日最大配水量 0.0％

一日最大配水量 △ 0.9％
一人一日平均配水量
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　　(ハ)　給　水　量

 用　途
㎥ ％ ㎥ ％ ％

％ ％

％ ％

　　(ニ)　日常水質試験結果

 検水種別等

 試験項目等

． ． ．

水 温 ． ． ．

． ． ．

． ． ．

濁 度 ． ． ．

． ． ．

． ． ．

色 度 ． ．

． ． ．

． ． ．

Ｐ Ｈ ． ． ．

． ． ．

． ． ．

． ． ．

． ． ．

回

回

回

　　(ホ)　電　力　使　用　量

本   年   度 前   年   度

％

△ 1.1

年　度 本　　年　　度 前　　年　　度
対前年度伸び率

給　水　量 構　成　比 給　水　量 構　成　比

△ 0.9

有
　
収
　
水
　
量

家 事 用

官公署･学校･病院用

一 般 用 △ 2.3

公衆浴場用 △ 11.3

臨 時 用

福祉施設用 △ 5.7

そ の 他

計 △ 1.0

メーター不感

そ   の   他

△ 5.8

△ 1.8

事 業 用 △ 18.9

計

合 計

無 収 水 量

△ 1.1

有 収 率

有 効 率

未満

中央配水場配水
(大阪広域水道企業団系)

豊中受水所配水 
市内給水栓

（市内７ヶ所平均） 水 質 基 準

平　　均

－最　　高

未満

最　　低

平　　均 未満 未満

(℃)

未満

2度以下最　　高 未満 未満 未満

(度) 最　　低 未満

異常でないこと

未満

平　　均

5度以下最　　高

(度) 最　　低 未満

（延）

平　　均

5.8～8.6最　　高

最　　低

臭 味 異常なし 異常なし 異常なし

（延）

遊離残留塩素
(㎎／㍑)

平　　均

０．１㎎／㍑以上最　　高

最　　低

試 験 回 数 市内給水栓水

使  用  量 ＫＷＨ ＫＷＨ

△ 6.1

未満

上記の他、水質基準項目全ての検査を行ったが、いずれも基準値以下であった。

年      度 対前年度伸び率

配        水 （延）

受        水
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1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

3．

2．

1．

2．

3．

4．

5．

7．

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

特 別 利 益

皆増特 別 損 失

長期前受金戻入

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

率

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

給 水 収 益

△ 113,324,442 △ 37.6

その他の営業収益

△ 4,132,530

営 業 外 収 益

△ 61.1

他 会 計 負 担 金 △ 1,467,094 △ 15.2

受 取 利 息

△ 29.8

他 会 計 補 助 金 △ 93,384,206 △ 92.4

加 入 金 △ 15,074,000

対前年度との比較増減

皆増

計

構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

雑 収 益

年　度 本 年 度 前 年 度

率

人 件 費

区　分 金　　　　　額

物 件 費

修 繕 費

動 力 費

受 水 費

△3,209,188 △ 5.5

減 価 償 却 費

△5,435,745

支 払 利 息

△ 22.6

計 1,583,324,809 1,413,600,405

そ の 他

借  入  先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

財  務  省 円 円 円 円

地方公共団体金融機構 円 円 円

㈱りそな銀行 円 円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

㈱池田泉州銀行 円 円 円

円 円

円計 円 円 円

２ 事 業 収 入 に 関 す る 事 項

３ 事 業 費 用 に 関 す る 事 項

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　　(イ)　企　　業　　債

大阪信用金庫 円

㈱三井住友銀行
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　　　(ロ)　一　時　借　入　金

前 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

円 円

本 年 度 最 高 借 入 残 高

円
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  ⑦　固　定　資　産　

　　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

計

円

資 産 の 種 類

電 話 加 入 権

庁 舎 利 用 権

年度当初現在高

円

当 年 度 増 加 額

建設仮勘定

計

年度当初現在高

円

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

メーター

円 円

年度末現在高
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円

工具、器具及び備品

車両運搬具

当 年 度 減 少 額

円
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明  細　書

減 価 償 却 累 計 額
年度末償却未済高

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

円 円 円 円

当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高

円 円
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 ⑧　　　企　　　業　　　債　　

平成 円 円 円

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

当年度償還高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日

上水道整備事業

同

同

発 行 総 額
償　　還　　高

同
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明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

借 入 先利 率 償 還 終 期発 行 価 額未 償 還 残 高
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平成 円 円 円

令和

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

上水道整備事業

同

同

償　　還　　高

当年度償還高 償 還 高 累 計

合　　　計

同

同

同

同

種 類

同

発行年月日 発 行 総 額

同

同

同
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円 円 ％ 令和

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

利 率

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

未 償 還 残 高 償 還 終 期発 行 価 額

財 務 省

地方公共団体金融機構

借 入 先

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

特別損益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

他会計からの貸付金返済による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

△ 603,101,881

3,067,640,696

7,922,200

△ 495,321,981

200,000,000

△ 178,285,542

3,078,836,850

50,000,000

514,685,246

49,857,700

21,714,458

△ 11,196,154

136,944,910

398,631,164

△ 1,286,973

17,543,617

△ 54,903,138

462,411,369

2,629,261

⑨　令和３年度泉大津市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和　４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

451,220

△ 127,785,065

46,670,968

△ 736,600

△ 20,099,172

20,099,605

△ 2,629,261

54,903,138

5,134,170

△ 13,156,475



－29－

⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。
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令和３年度泉大津市水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　水道事業収益 1,980,263,000 △ 23,462,000 1,956,801,000

　1　営業収益 1,698,107,000 △ 23,372,000 1,674,735,000

1 給水収益 1,615,302,000 1,615,302,000

2 受託工事収益 23,372,000 △ 23,372,000 0

3 59,433,000 59,433,000

　2　営業外収益 227,391,000 △90,000 227,301,000

1 受取利息 1,734,000 1,734,000

2 他会計負担金 27,969,000 47,000 28,016,000

3 他会計補助金 7,809,000 △ 137,000 7,672,000

4 加入金 54,351,000 54,351,000

5 長期前受金戻入 128,212,000 128,212,000

7 雑収益 7,316,000 7,316,000

　3　特別利益 54,765,000 0 54,765,000

3 その他特別利益 54,765,000 54,765,000

1,980,263,000 △ 23,462,000 1,956,801,000

目

その他の営業収
益

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額
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事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

1,871,725,545 △ 85,075,455 151,455,826

1,626,635,114 △ 48,099,886 147,267,418

1,568,718,213 △ 46,583,787 142,383,391

1 料金収益 1,615,302,000 1,568,718,213 142,383,391

0 0

1 受託工事収益 0 0

57,916,901 △ 1,516,099 4,884,027

1 手数料 5,407,000 4,192,600

3 受託料 54,026,000 53,692,089 4,881,099

4 雑収益 0 32,212 2,928

192,246,664 △ 35,054,336 4,188,408

2,629,261 895,261

2 貸付金利息 1,734,000 2,629,261

8,183,913 △ 19,832,087 9,454

1 他会計負担金 28,016,000 8,183,913 9,454

7,672,000 0

1 他会計補助金 7,672,000 7,672,000

39,142,400 △ 15,208,600 3,558,400

1 加入金 54,351,000 39,142,400 3,558,400

127,785,065 △ 426,935

1 長期前受金戻入 128,212,000 127,785,065

6,834,025 △ 481,975 620,554

1 不用品売却収益 667,000 411,273 37,388

2 その他雑収益 6,649,000 6,422,752 583,166

52,843,767 △ 1,921,233

52,843,767 △ 1,921,233

1 その他特別利益 54,765,000 52,843,767

1,871,725,545 △ 85,075,455 151,455,826

(款）　　１　　水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税及
び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減

（款）　１　水道事業収益　（項）　 １　営業収益
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 水道事業費用 1,790,656,000 △ 9,540,000 0 0 1,781,116,000

1 営業費用 1,612,873,000 △ 9,540,000 0 1,603,333,000

1 765,204,000 △ 40,000 765,164,000

2 219,554,000 △ 6,962,000 212,592,000

目

原水及
び浄水
費

配水及
び給水
費

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

1,781,116,000 1,682,462,598 98,653,402 91,260,875

1,603,333,000 1,539,604,634 63,728,366 91,169,205

765,164,000 738,963,635 26,200,365 65,414,347

1 給料 10,484,000 10,483,920

2 手当等 4,673,000 4,538,633 30,412

3
賞与等引当金繰
入額

1,829,000 1,635,810

5 法定福利費 3,206,000 3,081,932

12 備消耗品費 67,000 5,346 486

13 燃料費 64,000 33,123 3,012

14 光熱水費 58,000 54,101 4,913

17 委託料 65,386,000 64,889,176 5,899,016

18 手数料 3,000 2,310 210

20 修繕費 528,000 487,850 44,350

23 薬品費 1,626,000 1,464,749 133,159

30 受水費 677,240,000 652,286,685 59,298,789

212,592,000 187,705,129 24,886,871 15,448,788

1 給料 8,721,000 8,326,632

2 手当等 5,191,000 4,811,945 4,174

3
賞与等引当金繰
入額

2,383,000 1,691,018

5 法定福利費 2,887,000 2,411,530

12 備消耗品費 432,000 341,340 31,014

13 燃料費 432,000 385,218 29,911

15 印刷製本費 31,000 27,445 2,495

16 通信運搬費 854,000 620,118 56,326

17 委託料 62,673,000 56,573,244 5,143,017

18 手数料 56,000 23,770 2,160

19 賃借料 228,000 222,350 18,750

20 修繕費 91,937,000 88,942,726 8,085,591

21 請負工事費 14,603,000 7,023,500 638,500

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

（款）　１　水道事業費用　（項）　 １　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

3
受託工
事費

20,688,000 △ 20,550,000 138,000

4 業務費 111,427,000 △ 200,000 111,227,000

5 総係費 89,140,000 11,010,000 7,202,000 107,352,000
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

22 動力費 17,670,000 15,523,718 1,411,205

24 材料費 843,000 282,095 25,645

27
負担金及び交付
金

3,600,000 450,000

28 保険料 16,000 14,280

29 公課費 35,000 34,200

138,000 106,720 31,280 1,867

2 手当等 117,000 86,180

12 備消耗品費 21,000 20,540 1,867

17 委託料 0 0

21 請負工事費 0 0

111,227,000 108,503,797 2,723,203 8,859,094

1 給料 5,832,000 5,825,700

2 手当等 2,883,000 2,843,622 11,592

3
賞与等引当金繰
入額

936,000 778,146

5 法定福利費 1,918,000 1,726,978

12 備消耗品費 263,000 241,340 21,939

13 燃料費 12,000 5,700 518

15 印刷製本費 2,795,000 2,435,689 221,426

16 通信運搬費 7,031,000 6,749,819 613,592

17 委託料 89,440,000 87,794,289 7,981,267

19 賃借料 97,000 96,360 8,760

27
負担金及び交付
金

20,000 6,154

107,352,000 100,560,019 6,791,981 1,445,109

. 1 給料 34,872,000 34,868,304

2 手当等 17,705,000 17,525,117 24,648

3
賞与等引当金繰
入額

5,448,000 5,315,666

5 法定福利費 11,076,000 10,928,276

7 旅費 404,000 10,840 983

8
退職給付引当金
繰入額

10,915,000 8,905,895

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

（款）　１　水道事業費用　（項）　 １　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

6
減価償
却費

401,700,000 401,700,000

7
資産減
耗費

5,160,000 5,160,000

97,918,000 0 97,918,000

1
支払利
息

55,785,000 55,785,000

4 雑支出 2,133,000 1,109,000 3,242,000

5 消費税 40,000,000 △ 1,109,000 38,891,000

74,865,000 74,865,000

5 その他
特別損失 74,865,000 74,865,000

2 営業外費用

3 特別損失
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

12 備消耗品費 777,000 399,089 36,256

15 印刷製本費 112,000 37,100 3,372

16 通信運搬費 200,000 184,996 16,647

17 委託料 6,711,000 5,018,010 456,182

18 手数料 45,000 9,553 18

19 賃借料 958,000 878,853 68,515

20 修繕費 434,000 111,066 9,757

25 研修費 938,000 129,710 11,788

27
負担金及び交付
金

15,450,000 15,062,163 816,943

28 保険料 1,200,000 1,156,581

29 公課費 19,000 18,800

32
貸倒引当金繰入
額

88,000 0

401,700,000 398,631,164 3,068,836

1
有形固定資産減
価償却費

399,125,000 396,056,744

2
無形固定資産減
価償却費

2,575,000 2,574,420

5,160,000 5,134,170 25,830

1 固定資産除却費 5,150,000 5,134,170

2
たな卸資産減耗
費

10,000 0

97,918,000 69,914,592 28,003,408 91,670

55,785,000 54,903,138 881,862

1 企業債利子 55,785,000 54,903,138

3,242,000 3,241,254 746 91,670

2 雑支出 3,242,000 3,241,254 91,670

38,891,000 11,770,200 27,120,800

1 消費税 38,891,000 11,770,200

74,865,000 72,943,372 1,921,628

74,865,000 72,943,372 1,921,628

1 その他特別損失 74,865,000 72,943,372

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

（款）　１　水道事業費用　（項）　 １　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

4 予備費 5,000,000 5,000,000

1 予備費 5,000,000 5,000,000

1,790,656,000 △ 9,540,000 0 0 1,781,116,000費　用　合　計
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

1 予備費 5,000,000 0

1,781,116,000 1,682,462,598 98,653,402 91,260,875

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　４　　予備費

（款）　１　水道事業費用　（項）　 ４　予備費
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（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計
法26財
源充当
額

継続逓
繰財源
充当額

合　　計

１ 資本的収入 370,067,000 △ 59,915,000 310,152,000 310,152,000

１ 企業債 200,000,000 200,000,000 200,000,000

1 企業債 200,000,000 200,000,000 200,000,000

２ 工事負担金 114,375,000 △ 59,915,000 54,460,000 54,460,000

1
工事負担
金

114,375,000 △ 59,915,000 54,460,000 54,460,000

４ 他会計負担金 5,692,000 5,692,000 5,692,000

1
他会計負
担金

5,692,000 5,692,000 5,692,000

５ 投資 50,000,000 50,000,000 50,000,000

2 50,000,000 50,000,000 50,000,000

370,067,000 △ 59,915,000 310,152,000 310,152,000

目

他会計長
期貸付金
償還金

資本的収入合計

区　　　　分 予　　　　算　　　　額
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予 算 現 額 決　算　額

312,313,100 2,161,100 4,533,200

200,000,000 0

200,000,000 0

1 水道企業債 200,000,000 200,000,000

54,390,900 △ 69,100 4,533,200

54,390,900 △ 69,100 4,533,200

1 工事負担金 54,460,000 54,390,900 4,533,200

7,922,200 2,230,200

7,922,200 2,230,200

1 他会計負担金 5,692,000 7,922,200

50,000,000 0

50,000,000 0

1
病院事業会計長
期貸付金償還金

50,000,000 50,000,000

312,313,100 2,161,100 4,533,200

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

（款）　１　資本的収入　（項）　１　企業債
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継続費逓
次繰越額

流用増
減額

小　　計 法２６によ
る繰越額 合　　　計

　１　資本的支出 1,075,325,000 △ 152,545,000 922,780,000 922,780,000

　1　建設改良費 897,039,000 △ 152,545,000 744,494,000 744,494,000

1 事務費 14,973,000 14,973,000 14,973,000

7
堺泉北港水
道施設費

70,145,000 △ 20,045,000 50,100,000 50,100,000

8
配水管整備
費

791,503,000 △ 132,500,000 659,003,000 659,003,000

10 営業設備費 20,418,000 20,418,000 20,418,000

　２　企業債償還金 178,286,000 178,286,000 178,286,000

1
企業債償還
金

178,286,000 178,286,000 178,286,000

1,075,325,000 △ 152,545,000 922,780,000 922,780,000資本的支出合計

区　　　分 予　　　　算　　　　額

目
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単位（円）

法２６によ
る繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

839,952,772 82,827,228 58,617,076

661,667,230 82,826,770 58,617,076

14,939,180 33,820 120,226

1 給料 6,202,000 6,201,900

2 手当等 5,132,000 5,104,788 25,424

5
法定福
利費

2,432,000 2,426,929

12
備消耗
品費

287,000 285,625 25,964

19 賃借料 920,000 919,938 68,838

49,782,700 317,300 4,525,700

17 委託料 0 0

21
請負工
事費

50,100,000 49,782,700 4,525,700

592,985,800 66,017,200 53,907,800

17 委託料 48,238,000 41,846,200 3,804,200

21
請負工
事費

595,140,000 550,776,600 50,070,600

31 補償金 15,625,000 363,000 33,000

3,959,550 16,458,450 63,350

1
固定資産
購入費

697,000 696,850 63,350

2
メーター
費

19,721,000 3,262,700

178,285,542 458

178,285,542 458

1 元金 178,286,000 178,285,542

839,952,772 82,827,228 58,617,076

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

節 うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

不　用　額

（款）　１　資本的支出　（項）　１　建設改良費


